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平成 26 年度業務実績に関する暫定評価（案）について 

 

１ 概要 

評価委員会は、地方独立行政法人法第 28 条に基づき、各事業年度における業務の実績につい

て評価を行うこととされているが、静岡県立病院機構評価委員会では、評価結果を病院機構の次

年度の計画に反映させるとともに、本評価の精度を高めるため、事業年度途中に暫定評価を行っ

ている。 

平成 26 年度業務実績（暫定）について実施した暫定評価（案）は以下のとおりである。 

 

２ 評価内容 

区  分 評価内容の要旨 

総 括 

・医療面では、県立病院としての使命を第１期から引き続き担い、先進的医療

の導入など、医療の更なる向上とそのための体制づくりへの努力が見受けら

れる。 

・経営面においても、診療報酬改定への対応及び新規施設基準の取得等による

収益の確保や、経費の削減努力により、法人化後６年連続の黒字決算となる

見込みである。 

・このように医療面・経営面の双方で高く評価ができ、名実ともにトップレベ

ルの医療機関を目指して更なる充実を図るべく、第１期にまさる努力を期待

する。 

医療の提供 

・３病院は、高度・専門・特殊医療を担うという県立病院に求められる役割を

果たし、高水準の患者紹介率や病床利用率、短い平均在院日数が示すとおり、

他の医療機関との連携のもと医療の質を向上させており高く評価できる。 

・総合病院は、県内医療機関の中核病院として、循環器疾患、がん疾患、救急

医療を中心に、高度専門医療や救急・急性期医療を高い水準で提供している。

・こころの医療センターは、精神科救急や急性期医療に重点を置く取組を進め

るとともに、在宅、先進医療等、総合的かつ高水準な精神医療を提供し続け

ている。 

・こども病院は、県内唯一の小児専門病院として「こころ」から「からだ」ま

で総合的な医療を提供し、県内外から多くの患者を受け入れており、実績に

おいても日本トップレベルの成果をあげている。 

医療に関する

技術者の研修

を通じた育成

と質の向上 

・柔軟な採用試験の実施や離職防止努力等により、人材確保において一定の成

果をあげている点は評価できるが、必要数の充足には至っておらず、今後も

より一層の努力が必要である。また、看護学生の実習においては学生に選ば

れる魅力的な医療現場を経験してもらえるよう努め、情報発信にも努力する

ことを求めたい。 

・看護師の２交替制勤務や医師の変則勤務にみられる勤務負担の軽減、また看

護師宿舎や院内保育所の充実により、医療従事者の就労環境の向上と確保に

努めていることは評価できる。 
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区  分 評価内容の要旨 

医療に関する 

調査及び研究 

・医療機関、県民のそれぞれに対し、積極的な情報提供の取組が進められてお

り、評価できる。 

・医療の質の向上や魅力ある病院づくりのため、より一層の臨床研究機能の強

化拡充を期待する。 

医療に関する 

地域への支援 

・総合病院、こども病院は、医師不足が生じている県内公的医療機関へ医師を

派遣し、地域医療支援において県立病院としての役割を果たしており高く評

価できる。 

・こころの医療センターは、医療観察法の鑑定医として県内各方面からの要請

に的確に対応し、また 24 時間体制で県内全域を対象として患者・家族から

の電話相談にも応じるなど、社会的な要請へ協力しており評価できる。 

災害等におけ 

る医療救護 

・総合病院においては、基幹災害拠点病院として災害医療に関して県全体の中

心的役割を果たすよう、またこども病院においては、災害時の小児医療の拠

点病院として、県内各病院との連携体制等においてより一層の機能強化が望

まれる。 

・こころの医療センターにおいては、災害発生時の人的支援を目的とした協定

を締結し、災害対策の具体的成果として評価できる。 

業務運営の改

善及び効率化

に関する事項 

・効率的な組織運営や委託業務見直し等の業務改善を進め、経費削減等の効果

が認められ高く評価できる。今後も業務の質とのバランスを取りつつ、引き

続き取組が進展することを期待する。 

財務内容の 

改善に関する

事項 

・３病院全てで黒字決算を達成できる見込みであり、経常収支比率の見込みは

104.64％であるなど、第２期中期目標で掲げられている「５年間累計の経常

収支比率 100％以上」の達成に向けて良い滑り出しであり評価できる。 

 

 

（参考）地方独立行政法人法 

第 28 条 地方独立行政法人は、設立団体の規則で定めるところにより、各事業年度における業務

の実績について、評価委員会の評価を受けなければならない。 

２ 前項の評価は、当該事業年度における中期計画の実施状況の調査をし、及び分析をし、並びに

これらの調査及び分析の結果を考慮して当該事業年度における業務の実績の全体について総合

的な評定をして、行わなければならない。 

３ 評価委員会は、第一項の評価を行ったときは、遅滞なく、当該地方独立行政法人に対して、そ

の評価の結果を通知しなければならない。この場合において、評価委員会は、必要があると認め

るときは、当該地方独立行政法人に対し、業務運営の改善その他の勧告をすることができる。 

４ 評価委員会は、前項の規定による通知を行ったときは、遅滞なく、その通知に係る事項(同項

後段の規定による勧告をした場合にあっては、その通知に係る事項及びその勧告の内容)を設立

団体の長に報告するとともに、公表しなければならない。 

５ 設立団体の長は、前項の規定による報告を受けたときは、その旨を議会に報告しなければなら

ない。 

 


